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背景・社会的意義等

目標・令和７年度実績・成果・課題

ポイント

概要

1

栄養・食事は修飾可能な健康の決定要因である。当センターでは栄養・食生活と健康に関わる科学的根拠の創出および
政策への提言、医療経済的評価等を通して、国民の健康増進、疾病予防、健康寿命の延伸等に寄与し、法定業務として
国民健康・栄養調査の集計・解析を実施することにより、日本人における食事摂取基準策定、健康政策のモニタリング、
食糧政策等に関わる基盤づくりに貢献する。

・  食事、身体活動、睡眠、生体指標を統合的に評価する「せっつ健康調査」の実施
・  国民健康・栄養調査における栄養摂取状況調査のオンライン化に関する研究の実施
・  台北医学大学と連携したフレイル予防の栄養ケアモデルパイロット研究の実施
・  研究から社会実装につなげる食循環を促すシステムの公開及び発展
・  WHO等と連携した非感染性疾患に関する国際共同疫学研究および

  医療経済学研究の推進

・  令和6年国民健康・栄養調査の集計解析を実施
・  国民健康・栄養調査の上乗せ調査（5府県を対象）を実施
・ 「せっつ健康調査」として約300人の詳細データを取得
・  フレイル予防の栄養ケアモデル（日本版）を開発中
・  諸外国の栄養政策に関してレビューし、

  加工食品データベースと食品選択アプリを開発、運用開始
・  5編の国際共同研究論文の発表（共著）と

  減塩の取組がもたらす公衆衛生学的・医療経済学的研究の実施

平成24年、平成28年に続いて
３回目となる拡大調査で、
全国代表値に加え、
都道府県の状況も把握



『栄養疫学・政策研究センター』のミッション
概要
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栄養・食生活と健康に関する科学的根拠の創出

健康経済学

シミュレー

ション

政策評価
assessment

栄養疫学研究
科学的根拠
evidence

行動科学・
食育研究

政策立案貢献
practice

健康・栄養政策の立案及び評価に資する研究

人

栄養政策

食行動・食育

食事・食環境

https://www.nibn.go.jp/eiken/nutepi/index.html

https://www.nibn.go.jp/eiken/frdb/index.htmlhttps://www.nibn.go.jp/eiken/settsu_study/index.html

https://www.nibn.go.jp/eiken/R5kouroukaken_health_economics/

生活習慣病リスク管理

社会保障費



『栄養疫学・政策研究センター』の研究プロジェクト（令和７年度）
概要
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栄養ガイドライン研究室長 小山達也

分析評価

フレイル予防
の栄養ケア
モデル研究
台北医学大学
連携研究

（中村,小山,松本,瀧
本,菊川,中村由等）

ばく露量推定の
精緻化に資する
食品の喫食量調査
手法に関する研究
食品安全委員会

委託研究
（分担小山）

栄養社会科学研究室長 池田奈由

食環境
プロジェクト

シミュレーショ
ンWG（代表池田,
藤池,吉田,若山,
中村,中山）

食環境減塩
シミュレー
ション

厚労科研
（代表池田）

国際共同
疫学研究

池田,WHO,
インペリアル
カレッジ等

NCD予防
医療経済学的

評価

文部科研
（代表池田）

国民健康・栄養調査研究室長 松本麻衣

国調
集計解析

松本,爲延,瀬崎,李,中
村,国調室全スタッフ

法定業務

分析評価

健康日本21

分析評価事業

松本,爲延,瀬崎,戸神,

吉岡,中村等
厚生労働省
委託事業

分析評価分析評価

国調
上乗せ研究

厚労科研
（代表中村,分担松
本,岡田,瀧本. 為延,
菊川,上山等）

せっつ
健康調査

臨床栄養研究C(畑本)

他機関共同研究
（代表中村, リーダー
松本,菊川,中村由,瀬
崎,中川,上山等）

栃木・千葉
受託研究

（代表松本）乳幼児研究
妊産婦研究

子ども科研2件
（代表瀧本,

分担松本等）

食事摂取基準

厚労科研
（分担2件 松本）

食事摂取量
と生体指標に
関する研究

厚労科研
（代表松本） サルコペニア

研究

AMED
（分担松本）

ソーシャル
メディアにおける

食情報
文部科研

（代表松本）

栄養疫学研究室長 岡田知佳

日本版NPM

開発研究

（代表瀧本，
分担岡田,東泉,

竹林）

分析評価

食環境整備推進
のための産学官等
共同プロジェクト
データベースWG

（中村,岡田）
利活用G（中村）

SV検証G,データ構
築基盤（岡田）

岡田
栄養機能食品

検討

消費者庁委託
（岡田）

食事ガイド
作成研究

厚労科研
（分担岡田）

Webアプリ
食行動支援

研究

脂質栄養・臨床研究
カロテノイド研究

文部科研（代表1件、分担2件）センター長
中村美詠子

分析評価

6NCコホート
連携研究

NILS-LSA
共同研究
瀬崎, 中村 たんぱく質摂取と長期アウトカム

の関連 NIPPON DATA90（分担）



成果

国民健康・栄養調査 集計・解析

■令和６年国民健康・栄養調査調査
（拡大調査：全国473地区 約20,000名の方が回答）

令和６年調査結果の集計・解析がほぼ完了

概要公表（令和７年12月2日）

■令和７年国民健康・栄養調査調査
（全国300地区 約10,000名を対象に実施中）

自治体担当者に向けて、

令和７年国民健康・栄養調査担当者会議で講演

自治体担当栄養士に向けて、

令和７年国民健康・栄養調査技術研修セミナーを開催

（令和７年９月、ライブ配信および後日YouTube配信）

栄養摂取状況調査入力専用サイト

「食事しらべ」の改修・運用、

操作マニュアルを公開
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『国民健康・栄養調査研究室』：R6国民健康・栄養調査…野菜・果物摂取量の減少



『国民健康・栄養調査研究室』：野菜・果物摂取量の目標値のシミュレーション研究
成果

■野菜と果物が寄与するとされる栄養素摂取量と食事摂取基準の基準値

基準値† 総摂取量
果物からの
摂取量

野菜からの
摂取量

食物繊維(g/day) 21 18.8 1.4 5.4

ビタミン A 
(µgRAE/day)

650 547 27 271

葉酸 (µg/day) 200 302 17 113

ビタミン C (mg/day) 85 99 30 42

カリウム (mg/day) 3000 2350 194 530

† 性・年代別で最も高い値を採用
食物繊維、ビタミンA、
カリウムの摂取量不足

健康日本21分析評価事業（厚生労働省委託事業）

■果物を100g、150g、200g摂取する人が、それぞれ70％、80％、90％いると仮定した場合に
 食物繊維、ビタミンA、カリウムの基準値を満たすために必要な野菜の摂取量と果物摂取量

0

100

200

300

400

500

600

700

Over 70% of

adults consume

100 g/day

Over 80% of

adults consume

100 g/day

Over 90% of

adults consume

100 g/day

Over 70% of

adults consume

150 g/day

Over 80% of

adults consume

150 g/day

Over 90% of

adults consume

150 g/day

Over 70% of

adults consume

200 g/day

Over 80% of

adults consume

200 g/day

Over 90% of

adults consume

200 g/day

(g) 

食物繊維 ビタミンA 葉酸 ビタミンC カリウム 果物摂取量



成果

目的：新手法による調査ならびにエネルギーおよび栄養素の生体指標を評価し検証することで、比例案分を活用した半
秤量食事記録法（現行法）に代わり、新手法のどれかを国民健康・栄養調査に導入することが可能であるかを確認し、
実現可能性を検証する
対象者：秋田県、栃木県、静岡県、大阪府、沖縄県の国調対象地区に在住する者（１歳以上）

24時間
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『国民健康・栄養調査研究室』: (厚科)国調見直し研究 国調における上乗せ調査の実施



『国民健康・栄養調査研究室』：まちづくり推進枠 せっつ健康調査
成果

（NIBNを中心に摂津市と10の共同研究機関で実施）



『国民健康・栄養調査研究室』:(こ科)妊産婦研究:縦断研究実施中（リクルート完了）
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目的：①   妊娠前の体格別、妊娠各期の栄養・食生活、身体活動・運動、体重・体組成の実態を明らかにする
②   妊娠中の栄養・身体活動をはじめとする生活習慣・身体状況と妊娠の経過や転帰、児の健康との関連を明らかにする

研究体制：所内（臨床栄養研究センター・身体活動研究センター）、国立成育医療センター（代表）、同志社女子大学、東京大学、大阪大学

臨床栄養研究センター令和5年3月に
連携協力に関する協定を締結
摂津市の全面的なご協力の
もと、平成6年11月にリク
ルート開始

臨床栄養研究センター
身体活動研究デンター

成果



『栄養ガイドライン研究室』：フレイル予防に関するシステマティックレビュー

■栄養教育がフレイルに及ぼす影響に関するシステマティックレビュー

9

成果

栄養教育は、特に長期的で個別化された専門家によるプログラムとして実施され、身体活動と組み合わ
せることで、高齢者のフレイル状態の予防や改善に寄与し得ることが示された。今後の研究では、標準
化されたフレイル基準、信頼性の高い食事評価法、および学際的アプローチを採用し、エビデンスを強
化するとともに、健康的な加齢に向けた持続可能な戦略の策定に資すべきであることが示唆された。

Koyama T, Nohara J, Nakamura M. J Nutr Health Aging 2025; 30:100756.



『栄養ガイドライン研究室』：フレイル予防の栄養ケアモデル研究

■専門家に対するインタビュー調査（2025年9～10月に実施）

• 目的：地域在住高齢者の栄養支援における課題と改善策を明らかにする

• 対象：管理栄養士、保健師、介護支援専門員9名

• 専門家が認識する高齢者の課題：①買い物アクセス ②調理・食習慣 ③栄養の知識不足 ④個人差

• 専門家が直面する支援上の課題：①助言の個別化の難しさ ②動機づけの維持 ③継続的支援の確保

• 提案された改善策：①わかりやすく具体的な教材や指導ツールの活用 ②信頼できる支援者や専門
職の関与 ③自己評価など参加型の教育手法 ④持続可能なフォローアップ体制の構築

「摂津市の地域在住高齢者のフレイル予防または遅延のための栄養ケアモデルの開発」の結果と合わ
せて、混合研究として発表予定

■摂津市の地域在住高齢者のフレイル予防または遅延のための栄養ケアモデルの開発（実施中）

• 目的：栄養ケアモデル（教材、指導ツール）の開発（介入研究前のパイロット研究）

• 対象：摂津市に在住している65歳以上の高齢者24名

• 実施内容：測定会（体組成測定、握力測定、立ち上がりテスト、歩行速度測定）＋意見交換会
（オーラルフレイル、たんぱく質と筋肉、カルシウムと骨、野菜・果物）＋教材、ツール評価

10

成果

（台北医学大学連携研究）



『栄養疫学研究室』：加工食品データベースと食品選択アプリの開発
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成果

研究から社会実装につなげる食循環を促す２つのシステムの公開及び発展

食環境プロジェクト*参画企業より
提供を受けたデータを基に

加工食品・料理レシピDBの
特設サイトを開設・運用開始

NIBNのHP

提供者が一般公開可能
と設定したデータ

R7.4

*食環境整備推進のための産学官等連携共同研究プロジェクト

更新頻度：毎日

R7.12
研究成果（Takebayashi et al. Nutrients 2024, Tousen et al. Nutrients 2024.）を活用し、

DBに日本版栄養プロファイルモデル自動計算
プログラムを実装
健康に配慮した食品の充実に向けて

食品及び料理の包括的な栄養価値を可視化し、
企業の食品構成・食品改良を支援

商品の栄養素等を可視化し、
消費者の食品選択を支援

Source: 吉岡みずき,他. 日本公衛誌 in press.

都道府県の健康アプリ導入の実態調査

自治体における
健康アプリや健康ポイントの
活用が期待されている

■ 健康アプリ導入の都道府県 72.3％

（34/47都道府県）※2024年9月3日時点

R7.7
公開
（部分改修継続中）

食事関連の機能はない
↓

食品選択のためのWebアプリ加工食品・料理レシピ
共創データバンク・ジャパン

積極的に情報発信



『栄養疫学研究室』：機械学習による糖類の予測研究

12

成果

■背景 日本標準食品成分表2020年版（八訂）（以下、「成分表」）
では、糖類が未収載の食品が多いため、我が国の糖類摂取量の推
定が難しく、かつ日本版栄養プロファイルモデルを用いたスコア
算出の課題となっている。

■目的 機械学習を用いて既知の栄養素等から総糖類の予測を行う。

機械学習により高い精度で成分表に未収載の糖類の
予測を実現

成分表に収載されている25栄養素等を用いて、
5つのモデル*で学習を行い糖類の予測を検証。
その際、糖類データが充実しているアメリカ
の食品成分表であるFNDDSの比較も実施。

•日本の成分表は、アメリカのFNDDSと比較し
て、予測の精度が高かった。
•最も予測精度が高かったのは、クラスタリング
した成分表で学習したランダムフォレストで
あった。
•予測に最も寄与した栄養素等は利用可能炭水化
物であった

*5つのモデル：線形回帰、ランダムフォレスト、エクストラツリー、サポートベクターマシーン、多層パーセプトロン

R2 0.987

実
測
値

(g
)

予測値(g)

Source: Torami K et al. Manuscript submitted.

機械学習による日本標準食品成分表未収載の糖類の予測

食環境PJ成果のNRV諸外国調査結果も資料作成に寄与. Source: Akazawa H et al. Asia Pac J Clin Nutr 2025.

Source:令和7年度 第1回栄養機能食品に関する検討会(2025年10月8日). 資料3.

保健機能食品・区分 特徴 表示の根拠 国の関与

特定保健用食品
（トクホ）

特定の保健の目的が期待
できる食品

国の審査に基づ
く許可制

消費者庁長官の
許可が必要

栄養機能食品
ビタミン・ミネラルなど
の栄養成分の機能を表示

科学的根拠に基
づく基準に適合

自己認証制（国
の審査なし）

機能性表示食品
科学的根拠に基づき、特
定の保健の目的が期待で
きる旨を表示

事業者の責任で
届出

消費者庁長官へ
の届出制（審査
は行わない）

栄養機能食品の見直し検討に貢献

■下限値 栄養素等表示基準値の30％ 
■上限値  ①⼜は②と、医薬部外品１日最大分量を⽐較して、低い方の値 

①健康障害非発現量（NOAEL）から日本人の平均的な摂取量を差し 
引いたもの 
②耐容上限量（UL）から日本人の平均的な摂取量を差し引いたもの 

NOAEL、UL、医薬部外品１日最大分量が設定されていない成分
は、 栄養素等表示基準値

国民健康・栄養調査の二次利用
データを用いて、国民の人⼝分布
を踏まえたエネルギー調整後の
栄養摂取量の分布を提供・議論
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◼ WHOと連携した国際共同疫学研究2件に参加
◼ NIBNの窓口として国民健康・栄養調査などの公的統計を活用
◼ 国民健康・栄養調査の有用性とNIBNの存在を世界に提示
◼ 主要著者としてデータ解析および論文執筆にも貢献
◼ アジア・日本を含む世界の健康・栄養政策のエビデンスを提供

他の原著論文（共著）
• Lancet Glob Health 2025;13(7):e1175-e1190
• JAMA Neurol 2025;82(8):765-787
• Nat Med. 2025;31(6):1809-1829
• Lancet Public Health 2025;10(4):e321-e332

循環器疾患

食事要因

日本における危険因子別の関連死亡者数（男女計・全年齢、2023年）

出典：Institute for Health Metrics and Evaluation (IHME). GBD Compare Data 
Visualization. Seattle, WA: IHME, University of Washington, 2025. 
https://vizhub.healthdata.org/gbd-compare.（2025年10月12日アクセス）より作成

①非感染性疾患リスク要因に関する共同研究
NCD Risk Factor Collaboration (NCD-RisC)
共同研究機関：インペリアル・カレッジ・ロンドン、

WHO等

• 主要著者として貢献した共著論文を投稿中

【結果例】2023年における高血圧関連の疾病負荷（年齢調整済み）

②世界の疾病負荷研究 Global Burden of Disease Study (GBD) 共同研究機関：ワシントン大学、 WHO等
原著論文（共著） Lancet 2025;406(10513):1873-1922
• 2023年における世界の疾病負荷（死亡・障害）の最新の推計結果を公表
• 国民健康・栄養調査の生活習慣・代謝データを活用し、危険因子の死亡・障害への寄与度の推計に貢献

都道府県別推計
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成果

厚労科研（代表）
「食環境づくりの推進を通じた減塩の取組がもたらす公衆衛生学的効果及び医療経済学的効果を推定するための研究」
研究分担者所属機関：聖路加国際大学、滋賀医科大学、国立健康危機管理研究機構 、甲子園大学、立命館大学、日本高血圧学会、日本システムダイナミクス学会
研究協力者所属機関：専修大学、山形大学、千葉県、兵庫県

◼ 厚労省「健康的で持続可能な食環境イニシアチブ」等で食品関連事業者と
自治体がシミュレーションと科学的根拠を意思決定に活用する環境の整備

◼ 減塩の効果をシミュレーションで推定し、事業者や自治体に具体策を提示
◼ 日本高血圧学会減塩・栄養委員会と自治体管理栄養士の協力
◼ R7年度の原著論文（掲載済1件・作成中1件）、総説論文（投稿中2件）

• 減塩に取り組む事業者が減塩目標を設定し、
社会的影響を見積もり、成果を「見える
化」するための考え方等について参考とな
る情報を示すことを目的として作成

• 第1章：事業者による自主的な減塩活動の重
要性について、社会全体の栄養改善と事業
者の実行可能性の両側面から記述

• 第2章：自社の目標設定の参考となるよう、
実現可能で段階的な目標設定のポイントを
整理

• 第3章：減塩活動の組織体制を検討するため、
社内体制整備と外部機関連携について記載

• 資料編：国内外から数社の事例を紹介

食品関連事業者のための製品の減塩ガイドを公開～事業者の自主的な減塩の取組を支援する実践的手引き～

『栄養社会科学研究室』：日本人の持続可能で健康的な食事の医療経済学的評価

https://www.nibn.go.jp/pr/press/20251120.html

https://www.nibn.go.jp/eiken/R5kouroukaken_health_economics/images/pdf/saltreductionguide.pdf
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令和4年～令和10年までの7年間計画 (中長期計画 B. 健康と栄養に関する事項)

R4年
2022

R6年
2024

R5年
2023

R7年
2025

R8年
2026

R9年
2027

R10年
2028

● 国民健康・栄養調査、大規模研究データを活用した日本人の栄養・食生活と疾病の発症リスク・重症化リスクに関する栄養疫学研究

● ライフコースや社会要因も考慮した非感染性疾患リスク管理に関する国際共同研究

健康日本21(第三次)実施

健康日本２１分析評価事業（厚生労働省委託事業）

1. 国民の健康寿命延伸に資する科学的根拠を創出する研究に関する事項（１）栄養・食生活の実態に関する調査及び研究

● 国民健康・栄養調査の集計・解析業務，担当者会議への参画，自治体向け技術支援セミナーの開催，地域栄養調査の技術的支援

１．国民の健康寿命延伸に資する科学的根拠を創出する研究に関する事項（２）栄養・食生活が健康に及ぼす影響に関する調査及び研究

2. 栄養・食生活に関する指針作成、社会実装、政策提言に向けた研究に関する事項（1）健康寿命延伸のための食事指針策定に資する研究

● 妊産婦の食事指針策定に資する研究（Pancake Study）

2. 栄養・食生活に関する指針作成、社会実装、政策提言に向けた研究に関する事項（２）環境整備や社会実装に資する研究

● 高齢者のフレイル予防の食事指針策定に資する文献的及び実装的研究

●日本人の持続可能で健康的な食事に関する医療経済評価研究

● 乳幼児の食事指針策定に資する研究

●加工食品・料理レシピの栄養成分等データベースの開

発

●加工食品・料理レシピの栄養成分等データベースの活

用

● 食事摂取基準2025年版策定に資する研究

3．国際協力・地域連携に関する事項 （２）地域社会との連携による共同研究の実施

●摂津市と連携した０次予防研究（せっつ健康調査）

4.法律に基づく事項 （１）国民健康・栄養調査の実施に関する支援及びその基盤整備の推進

● 国民健康・栄養調査：栄養摂取状況調査の見直し

研究

健康日本21(第ニ次)実施
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